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国民生活国民生活

・日々の天気予報に不可欠日々の天気予報に不可欠
・お茶の間に根強く浸透

※ １日あたりのテレビ放映

４分間（NHK）
※ 視聴者数（視聴率より推定）

のべ９千４百万人

安全・安心な国民生活・社会経済活動に不可欠な公共財安全・安心な国民生活・社会経済活動に不可欠な公共財

防防 災災

・台風の監視台風の監視((特に洋上は唯一の手段）特に洋上は唯一の手段）
・観測データはスーパーコンピュータによる
数値予報で処理され、
予報・警報の基盤予報・警報の基盤と
なっている。

環環 境境

・世界気象機関（WMO）における世界的な観世界的な観
測網の一角を形成測網の一角を形成

・地球環境の監視地球環境の監視
（地球温暖化、黄砂）

交通安全交通安全

・航空機、船舶等の
安全で経済的な航行安全で経済的な航行に寄与

－１－

静止気象衛星｢ひまわり｣の役割



１．台風等の監視体制が昭和30年代に逆戻り

・衛星以前の観測機器はすべて衛星に集約済み

・航空機や船舶は、見えない台風に常に脅かされる。

気象レーダー探知範囲

飛行機観測

富士山レーダー

船舶観測

廃止

廃止

廃止
台

２．防災気象情報の発表に影響
・台風進路予報や降雨予測等の精度がダウン

し、適時・的確な注・警報等の発表に影響

伊勢湾台風
昭和34年 死者4，697名

昭和５０年ごろの観測体制

３．国際社会に大迷惑
・６つの静止衛星で全球をカバーし、相互にデータを

交換し合うという世界的な観測体制が構築されて

おり、全世界の国々に大迷惑をかけることになる。

全球観測体制

台風進路予報の精度がダウン

－２－

気象衛星がなくなったら

GOES (米国)
135ﾟW

METEOSAT
(欧州)
0ﾟE

MTSAT (日本)
140ﾟE

GOES (米国)
75ﾟW

NOAA (米国)

METEOSAT (欧州)
57ﾟE

FY-2 (中国)
105ﾟE

METEOR (ロシア)

FY-1 (中国)

800～1000km

35800km

METOP (欧州)



全世界を静止気象衛星（赤道上空）と極軌道衛星（周回）でカバー

GOES (米国)
135ﾟW

METEOSAT (欧州)
0ﾟE

MTSAT (日本)
140ﾟE

GOES (米国)
75ﾟW

NOAA (米国)

METEOSAT (欧州)
57ﾟE

FY-2 (中国)
105ﾟE

METEOR (ロシア)

FY-1 (中国)

800～1000km

35800km

METOP (欧州)

日本は、1977年以降、継続してアジア・太平洋地域を観測

－３－

世界気象機関（WMO)の推進する気象衛星観測網



アジア・太平洋地域の国々において、台風、サイクロンなどの実況監視等
を通して防災対応に大きく貢献。

「ひまわり」画像を利用している国・地域

ロシア

モンゴル

日本

韓国

中国

ネパール

バングラデシュ

ミャンマー

ラオス

スリランカ

モルジブ

タイ

ベトナム

カンボジア

マレーシア

シンガポール

ブルネイ

インドネシア

フィリピン

アメリカ

パラオ

ミクロネシア

パプアニューギニア

マーシャル諸島

ナウル

キリバス

ソロモン諸島

ツバル

東ティモール

サモア

フィジー

トンガ

バヌアツ

フランス

オーストラリア

ニュージーランド

ひまわりの観測範囲

－４－

世界の防災に貢献する「ひまわり」



種別 ひまわり
号数

47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40

１号

２号

３号

４号

５号

失敗機

６号

７号

８号 ： 製作 ： 運用

９号 ： 待機 ： ２機体制

計
画
中

科
学
技
術

 
試
験
衛
星

運
輸
多
目
的
衛
星

科
学
技
術
衛
星

衛星経費：科学技術庁１００％
　　　　気象庁　　　　　 ０％

衛星経費：科学技術庁４０～２５％
  　　　気象庁  　　６０～７５％

衛星経費：航空局７０％
  　　　気象庁３０％

打上
失敗

観測の一部縮小

米国機借用

気象衛星｢ひまわり」の経緯

－５－



－６－

Ｈ16 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32 Ｈ33 Ｈ34 Ｈ35 Ｈ36 Ｈ37 Ｈ38 Ｈ39 Ｈ40 Ｈ41 Ｈ42
2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

運輸多目的衛星新１号
MTSAT-1R

ひまわり６号

運輸多目的衛星新２号
MTSAT-2

ひまわり７号

次期静止気象衛星

年　　　度

調
達

製　　作 運　　用

運　　用

軌道上待機 運　 用

軌道上待機

軌道上待機

2005.2.26打ち上げ

2006.2.18打ち上げ

製　　作 軌道上待機

待 機

運　　用 待 機

次期静止気象衛星の整備について

ひまわり6号及び7号により平成27年（2015年）前半までしか運用できない

⇒ 次期衛星を平成26年（2014年）までに打ち上げることが必要

⇒ 気象衛星の製作には５年を要する

⇒ このため、平成21年（2009年）から次期衛星の整備に着手が必要



可視可視 １チャンネル１チャンネル ３チャンネル３チャンネル
（白黒画像）（白黒画像） （カラー画像）（カラー画像）

赤外赤外 ４チャンネル４チャンネル １３チャンネル１３チャンネル

（全球の撮像に要する時間）

赤外 ４ｋｍ ２ｋｍ

可視 １ｋｍ 0.5ｋｍ

水平分解能の向上（解像度が倍増） チャンネル数が増加（カラー撮像も可能）

観測頻度が増加（連続動画も可能）

－７－

合計合計

次期気象衛星における機能向上



第３章 低炭素社会の構築

１．低炭素社会構築のための行動計画

【具体的手段】
気候変動と社会・経済との相互関係等についての先進的研究や、低炭素

社会研究にかかわる機関による国際ネットワーク設立、気候変動とその影
響等把握のための全球の観測・監視体制*の強化に取り組む。

◇環境・気候変動
地球観測データに対する需要の増大に応えるため、我々は、優先分野、

とりわけ気候変動及び水資源管理に関し、観測、予測及びデータ共有を強
化することにより、国連専門機関の事業#を基礎とした全球地球観測システ
ム(GEOSS)の枠内の努力を加速化する。

気候の観測・監視が衛星観測の主要な目的のひとつであり、このため、衛星
観測を中断せずに続けるべきとの考えが合意された。

気候変動の衛星による観測・監視に係る国内及び国際的な認識気候変動の衛星による観測・監視に係る国内及び国際的な認識

骨太の方針２００８ （平成２０年６月２７日）骨太の方針２００８ （平成２０年６月２７日）

世界気象機関第６０回執行理事会（平成２０年６月）世界気象機関第６０回執行理事会（平成２０年６月）

北海道洞爺湖サミット成果文書（平成２０年７月８日）北海道洞爺湖サミット成果文書（平成２０年７月８日）

国内

国外

気候変動の衛星による観測・監視の強化・重要性に関する認識は内外で一致気候変動の衛星による観測・監視の強化・重要性に関する認識は内外で一致

* 全球の観測・監視には衛星が不可欠。

# 国連専門機関の事業とは世界気象機関（WMO）の全球観測システムを意味する。その主要部分が衛星。
－８－



不確実な未来から、確かな明日へ（気象庁の取組み）

衛星観測の機能強化

陸・海・空あらゆる角度から地球温暖化を観測・監視

空

極軌道衛星

アルゴフロート

海洋観測の強化海

地上観測の強化陸

静止気象衛星

①地球温暖化に関する観測・監視体制の強化地球温暖化に関する観測・監視体制の強化 静止“地球環境観測“衛星

仏

4E

“地球環境・海洋観測船”

■気象庁の観測船を
外洋ＣＯ２観測に集中投入

■国際的な連携・協力による
海洋観測の強化へ の貢献

気象庁担当海域

“日射・放射・温室効果ガス観測
網”

■アジア・太平洋地域の
観測ネットワークの強化

南鳥島・ブリューワー式

オゾン全量観測装置

陸

空

GOES (米国)
135ﾟW

Meteosat (欧州)
0ﾟE

GOES (米国)
75ﾟW

Meteosat (欧州)
57.5ﾟE

FY-2 (中国)
105ﾟE

FY-1
(中国)

Metop (欧州)

NOAA 
(米国)

ひまわり (日本) 140ﾟE

海

■６つの衛星で全球をカバーする国際気象観測網の一角
■西太平洋地区を担当する “ひまわり”は、世界に先駆けて

地球環境観測機能を大幅強化

国
際
的
に
緊
密
に
連
携

国
際
的
に
緊
密
に
連
携

多筒採水器多筒採水器

電気伝導度電気伝導度
水深水温計水深水温計

－９－

Meteor (ロシア)



20kmメッシュ 4kmメッシュ

■途上国参加の促進

世界気候会議

モデルを現状
の20kmから

4kmに

高分解能化

大雨の発生頻度

■サミットから次の国際会議へ

第1回(1979)
・IPCC創設へ

第2回(1990)

・気候変動枠組条約成立へ

・全球気候観測システム設立

第3回 (2009年秋)
“政策決定のための気候予測”

監視・予測情報を適応策に
活用するための能力開発

③次期枠組みへの気象分野からの貢献③次期枠組みへの気象分野からの貢献

■地球環境観測機能の大幅強化により、従来できなかった
高精度な予測が可能に → ・適応策を現実のものに

・適応の社会的コストを最小限に

②従来にない高精度なモデル開発

不確実な未来から、確かな明日へ（気象庁の取組み）

地域気候モデル

地球システムモデル

①～③の取り組みを通じて、①～③の取り組みを通じて、

・ＧＥＯＳＳ（全球地球観測システム）に貢献・ＧＥＯＳＳ（全球地球観測システム）に貢献

・確かな適応策を実現・確かな適応策を実現

①地球温暖化に関する観測・監視強化地球温暖化に関する観測・監視強化

～観測データの充実と相まって初めて実現～観測データの充実と相まって初めて実現検証・改良検証・改良

－10－



地球温暖化

・雲や大気の放射
・台風の強さの長期変
化

・熱帯対流活動の日変
化

・雪氷域の減少

観測チャンネルの増加と、定位置での長期継続観測により、地球環境を監視観測チャンネルの増加と、定位置での長期継続観測により、地球環境を監視

森林破壊

・大規模森林火災
・植生

砂漠化

・黄砂

大気環境

・エーロゾル
・火山灰
・オゾン

海洋環境・資源

・海洋プランクトン
・土砂流出

欧米の次期衛星と同等の機能を搭載し、全球的な地球環境監視を実現

低軌道衛星や地上観測・海洋観測とも組み合わせたトータルシステムの一翼を担う低軌道衛星や地上観測・海洋観測とも組み合わせたトータルシステムの一翼を担う

森
林
火
災
の
煙

黄砂

植生

雪氷域
プランクトン

土砂流出

○ 次期ひまわりは、2015年頃の欧米の次世代衛星における観測チャンネル増強との整合性を図り、

地球環境の観測機能を強化。

○ 静止軌道からの常時監視、定位置からの過去30年間のひまわり観測の蓄積及びその長期継続観測により、

台風の強さや大きさや熱帯の対流活動の日変化の長期変化などから、地球温暖化を監視・検証。

－11－

次期静止気象衛星ひまわりが地球環境観測・監視に果たす役割



<気象衛星の整備方式>
１．静止気象観測ミッションと他のミッションの相乗りの可能性は？

<新たな利用分野>
２．気象衛星観測の高機能化により、気象業務への利用以外に、新たな

利用は見込まれるか？

<民間活力を活用した衛星の運用>
３．気象衛星の整備・運用において民間活力を活用することは可能か、

その場合どのような方法が適当か？

① 気象衛星観測は、国民の安全・安心に不可欠であり、かつ国際的に
も重要な役割を果たしている。

② 平成21年度には次期気象衛星の製造に着手する必要がある。
③ 相乗りミッションが見つかっていない。
④ 次期気象衛星では観測チャンネル数の増加、解像度の向上などが

見込まれる。
⑤ 民間の衛星通信事業者においては衛星運用の実績・ノウハウが

蓄積されている。

現状：

主な論点

－12－

今後の静止気象衛星の整備・運用に向けた課題



静止軌道

通信衛星
気象衛星

災害監視衛星

地球環境観測衛星

相乗りの条件相乗りの条件

複合衛星（相乗り）複合衛星（相乗り）

① ミッション要求の整合性

次期の気象ミッションの基本要求条件

軌道位置 （東経140度のごく近傍）

周波数 （Ｋａバンド、Ｋｕバンド）

重量 （イメージャ：約300kg）

電力 （イメージャ：約300W）

姿勢検出精度 （１画素相当以下）

等

① ミッション要求の整合性

次期の気象ミッションの基本要求条件

軌道位置 （東経140度のごく近傍）

周波数 （Ｋａバンド、Ｋｕバンド）

重量 （イメージャ：約300kg）

電力 （イメージャ：約300W）

姿勢検出精度 （１画素相当以下）

等

② スケジュール（予定）

意思決定 （平成２０年夏）

製造開始 （平成２１年度）

打ち上げ （平成２６年度）

運用期間 （１４年間）

（気象ミッション：運用７年＋待機７年）

② スケジュール（予定）

意思決定 （平成２０年夏）

製造開始 （平成２１年度）

打ち上げ （平成２６年度）

運用期間 （１４年間）

（気象ミッション：運用７年＋待機７年）

－13－

静止気象観測ミッションと他のミッションの相乗りの可能性



・収益策１・・・次期衛星で得られる新規データのうち、報道機関等が通常用いない情報部分をＳＰＣが有償で販売。
・収益策２・・・次期衛星の非観測時間帯において、利用者の希望の地球撮影を行うサービスをＳＰＣが有償で提供。
・収益策３・・・気象衛星の通信機能のうち空き領域を民間通信事業に貸し出す。

・次期衛星の追加機能（観測機能の一部及び通信機能の空き領域）を活用した収益策を検討
・収益を次期衛星経費（整備・運営費）に充填する方策として、ＰＦＩ事業の活用を検討

特別目的会社

（ＳＰＣ）

衛星

新規
データ１

既
存
観
測
デ
ー
タ

特定
ユー
ザー

気象
事業者

報道

国民

新規
データ２

既
存
観
測

デ
ー
タ

無償提供

気象庁

新規
データ１

既
存
観
測
デ
ー
タ

有償提供

有償提供

予報

非
観
測
時
間
帯
に
お
け

る
地
球
撮
影
サ
ー
ビ
ス

気象画像

民間通信に貸し出し

収益策１

収益策２

収益策３

収益の一部を運用
経費から減額
これにより国の負
担を軽減

考えられる
収益策

【懇談会での検討結果】

・収益策１： 衛星データは防災に直結するものであり、有料化すべきではない。

・収益策１及び２：衛星単独ではなく、天気予報などと組み合わせて利用。衛星画像のみではビジネスは成立しない。

有償にすると商品のコストアップにつながる。

・収益策３： 民間事業者からヒアリングしたが、現時点で具体的な提案はなかった。

×
×

△

－14－

次期静止気象衛星における収益策の検討



ひまわり１号、２号

ひまわり３号～５号

ひまわり６号、７号

次期静止気象衛星
（ひまわり８号～）

製 造 運 用

宇宙開発事業団

宇宙開発事業団、
気象庁

航空局、
気象庁

気象庁

衛星の管制（制御） 気象観測（撮影）

宇宙開発事業団 気象庁

宇宙開発事業団 気象庁

航空局 気象庁

民間事業者 気象庁
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次期静止気象衛星の整備・運用における民間活力の活用方法



管制運用

民間事業者による運用（ＰＦＩ方式）

・アンテナ及び管制システムの整備

・衛星の管制（コントロール）

・観測データ信号の受信、気象庁へ

の転送

＋追加オプション

気象庁による観測指示・

画像処理

（気象情報の作成・提供）

観測計画の作成・指示

データ信号の受信

衛星本体の製造・打ち上げは別途契約

民間事業の範囲民間事業の範囲

観測データの転送

想定される追加オプション想定される追加オプション

・民間収益事業との複合

（通信衛星機能の空き領域を貸与）

※ これまでの懇談会における民間

事業者からのヒアリングでは、
具体的な提案は無かった。

ＰＦＩの事業方式ＰＦＩの事業方式

・民間事業者の保有する土地・施設

を有効に利用して、民間事業者が

気象衛星の管制運用を実施。

外国気象機関、
国内利用者

気象庁の役割：

観測の計画、データ処理
及び提供

気象庁の役割：

観測の計画、データ処理
及び提供
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（一部ＰＦＩ方式の場合）

※ この他に、通常の委托方式（PFIによらない）場合の

選択肢もあり得る。

次期気象衛星における民間活力の活用イメージ（例）



官

凡例

民

敷地

要員

施設

追加整備

公共サービスの提供

民間商業活動

衛星 衛星

民間の既存施設

ＢＯＴ、ＢＯＯ官直営 通常の民間委託 ＢＴＯ

（建設時） （運営時）

【参 考】

または

衛星
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注： BTO : Build – Transfer – Operate
BOT : Build – Operate – Transfer
BOO : Build – Own -Operate

民間衛星 次期気象衛星 相乗り衛星

（一部ＰＦＩ方式の場合）

次期静止気象衛星の整備・運用のパターン（例）



PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）とは、
民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、公共施設等の建設、

維持管理、運営等を行う手法

PFI（プライベート・ファイナンス・イニシアティブ）とは、
民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、公共施設等の建設、

維持管理、運営等を行う手法

○ 民間事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用できる。
また、事業全体のリスク管理が効率的に行われ、事業の全部または
一部を一体的に扱うことによる事業コストの縮減が期待できる。

○ 官民の適切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップの形成。

○ 民間の事業機会を創出することを通じ、経済の活性化に資する。

○ 民間の資金調達能力を活用することにより、予算を平準化できる。

○ 民間事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用できる。
また、事業全体のリスク管理が効率的に行われ、事業の全部または
一部を一体的に扱うことによる事業コストの縮減が期待できる。

○ 官民の適切な役割分担に基づく新たな官民パートナーシップの形成。

○ 民間の事業機会を創出することを通じ、経済の活性化に資する。

○ 民間の資金調達能力を活用することにより、予算を平準化できる。

PFI事業の効果PFI事業の効果

● 金利負担等により、総事業費が増加する可能性がある。

● 事業選定時に全体計画を確定させることが必要。また、実施後の計画

変更が困難。

● 金利負担等により、総事業費が増加する可能性がある。

● 事業選定時に全体計画を確定させることが必要。また、実施後の計画

変更が困難。

PFI事業とする場合の課題PFI事業とする場合の課題

【参考】
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